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(百万円未満切捨て)

１．2022年12月期第１四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期第１四半期 77,658 － 1,829 － 1,653 － 1,884 －

2022年３月期第１四半期 42,306 △2.1 791 － 735 － 10,651 －
(注)包括利益 2022年12月期第１四半期 9,614百万円( －％) 2022年３月期第１四半期 12,544百万円( －％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年12月期第１四半期 14.86 －

2022年３月期第１四半期 84.07 －
　　

(注) 当社グループは、当社の2022年６月24日開催の第74回定時株主総会で「定款一部変更の件」が承認されたことを受
け、2022年12月期より決算日を３月31日から12月31日に変更いたしました。これに伴い、経過期間となる当第１四
半期連結累計期間は、当社並びに３月決算であった連結対象会社は2022年４月１日から2022年６月30日の３か月間
を、12月決算であった連結対象会社は2022年１月１日から2022年６月30日の６か月間を連結対象期間とする変則的
な決算となっております。このため、対前年同四半期増減率については記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年12月期第１四半期 352,835 169,060 47.6

2022年３月期 344,719 160,313 46.2
(参考) 自己資本 2022年12月期第１四半期 167,998百万円 2022年３月期 159,114百万円
　　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 － 3.00 － 4.00 7.00

2022年12月期 －
2022年12月期(予想) 0.00 － 8.00 8.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

３．2022年12月期の連結業績予想（2022年４月１日～2022年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 205,000 － 4,500 － 3,800 － 1,900 － 14.99
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

当社グループは、当社の2022年６月24日開催の第74回定時株主総会で「定款一部変更の件」が承認されたことを受
け、2022年12月期より決算日を３月31日から12月31日に変更いたしました。これに伴い、経過期間となる2022年12
月期は、当社並びに３月決算であった連結対象会社は2022年４月１日から2022年12月31日の９か月間を、12月決算
であった連結対象会社は2022年１月１日から2022年12月31日の12か月間を連結対象期間とする変則的な決算となっ
ております。このため、通期の対前期増減率については記載しておりません。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ：無
　　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年12月期１Ｑ 129,500,355株 2022年３月期 129,500,355株

② 期末自己株式数 2022年12月期１Ｑ 2,726,699株 2022年３月期 2,726,699株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年12月期１Ｑ 126,773,642株 2022年３月期１Ｑ 126,693,345株
　
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の

前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想
のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）３ページ「業績予想などの将来予測情報に関する説明」
をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明
当社グループは、当社の2022年６月24日開催の第74回定時株主総会で「定款一部変更の件」が承認されたことを受

け、今期より決算期（事業年度の末日）を３月31日から12月31日に変更し、決算期を統一しました。従いまして、当

連結会計年度は決算期変更の経過期間となり、当第１四半期連結累計期間については、当社及び３月決算であった連

結対象子会社は３か月間（2022年４月１日～2022年６月30日）、12月決算の連結対象子会社は６か月間（2022年１月

１日～2022年６月30日）を連結対象期間とした変則決算となっております。このため、対前年同四半期増減率を記載

しておりません。

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染拡大防止に伴う行動制限が緩和され、

経済活動の正常化が進んだことにより、持ち直しの動きが見られました。海外においても、経済活動の再開が段階的

に進み、景気は緩やかに回復しました。

一方で、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化や中国のロックダウン、急激な円安進行などにより、原材料価格の

高騰や調達環境の悪化が更に進み、状況はより厳しさを増しております。

足許では世界的な金融引締めによる景気後退や新型コロナウイルスの感染急拡大の懸念もあり、先行きの不透明感

が強まっております。

私どもの業界は、日本では、大型公共工事を中心に比較的順調な稼働を背景として、一定の需要が継続しておりま

すが、本格的な需要回復には至りませんでした。海外においては、緩やかな景気回復を背景に、全ての地域で需要は

増加傾向となりました。しかし、調達環境の悪化による生産遅れなどが、需要拡大の重石となる状況が続いておりま

す。

日本向け売上高は、調達環境の悪化による生産の遅れ等で、売上は低調となり159億９千万円となりました。海外向

け売上高は、建設用クレーンの需要が順調に推移した結果、616億６千７百万円となりました。この結果、総売上高は

776億５千８百万円、海外売上高比率は79.4％となりました。

営業利益は、為替の影響に加え、経費圧縮に努めた結果、18億２千９百万円、経常利益は16億５千３百万円となり

ました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、固定資産売却益等を計上した結果、18億８千４百万円となりまし

た。

さて、2018年１月19日に公表しました米国排ガス規制の緩和措置に関する自己申告について、2021年１月、米国当

局（環境保護庁・司法省）から当社グループによる違反とそれに伴う民事制裁金（Civil Penalty）4,050万USドル及

びその他の合意条件について提案を受け、2021年３月期に4,050万USドルを引当計上いたしました。当局との協議を継

続する中、追加費用が発生する見込みが高くなったため、2022年３月期に1,176万USドルを追加で引当計上いたしまし

た。なお、当局との協議は継続中であり、最終的に確定した段階において、改めてお知らせいたします。株主及び関

係各位に多大なご心配をおかけしますことを深くお詫び申し上げます。

セグメント別の状況は次のとおりです。なお、セグメント別とは、当社及び連結対象子会社の所在地別の売上高・

営業利益であり、仕向地別売上高とは異なります。

１）日本（４月～６月）

建設用クレーン・高所作業車の需要はほぼ横ばいで推移、車両搭載型クレーンはトラック登録台数の減少もあ

り需要が減少しました。また、調達環境の悪化による生産の遅れ等の影響もあり、売上高は279億８千８百万円、

営業利益は19億３千１百万円となりました。

２）欧州（１月～６月）

建設用クレーンの需要は増加しましたが、調達環境の悪化による生産の遅れ等の影響もあり、売上高は320億９

千９百万円、営業利益は45億２千９百万円の損失となりました。

３）米州（１月～６月）

建設用クレーンの需要が順調に回復する中、売上は需要の伸びを上回る増加となり、売上高は286億円、営業利

益は22億１千１百万円となりました。

４）その他（１月～６月）

全ての地域で建設用クレーンの需要が拡大する中、拡販に注力した結果、売上高は113億４千６百万円、営業利

益は８億５千８百万円となりました。

主要品目別の状況は次のとおりです。（日本向け売上：４～６月、海外向け売上：主に１～６月）

１）建設用クレーン

需要は、日本では横ばい、海外では全ての地域で増加しました。一方で調達環境の悪化による生産遅れ等の影

響もあり、日本向け売上高は、52億６千７百万円、海外向け売上高は、478億４千１百万円となりました。

　この結果、建設用クレーンの売上高は531億８百万円となりました。
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２）車両搭載型クレーン

日本向け売上高は、トラック登録台数の減少が車両搭載型クレーンの販売にも影響し、31億６千４百万円とな

りました。

　海外向け売上高は、７億７千９百万円となりました。

　この結果、車両搭載型クレーンの売上高は39億４千４百万円となりました。

３）高所作業車

高所作業車は、需要が横ばいで推移する中、拡販に注力した結果、売上高は31億４千３百万円となりました。

４）その他

部品、修理、中古車等のその他の売上高は、174億６千１百万円となりました。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

総資産は、前連結会計年度末に比べ81億１千５百万円増加の3,528億３千５百万円となりました。主な要因は、受

取手形及び売掛金の減少112億５千万円があったものの、現金及び預金の増加31億１千８百万円や棚卸資産の増加

113億９千８百万円に加え、その他流動資産の増加48億４千３百万円があったことによるものです。

（負債）

負債は、前連結会計年度末に比べ６億３千１百万円減少の1,837億７千４百万円となりました。主な要因は、短期

借入金の増加108億６千２百万円があったものの、支払手形及び買掛金の減少65億３百万円やその他流動資産の減少

44億８千５百万円があったことによるものです。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ87億４千７百万円増加の1,690億６千万円となりました。主な要因は、土地再

評価差額金の増加12億８千３百万円や為替換算調整勘定の増加78億２千１百万円があったことによるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明
2022年４月28日発表の2022年12月期の連結業績予想は変更しておりません。

なお、７月以降の前提レートは130円/ドル、140円/ユーロとしております。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 118,396 121,515

受取手形及び売掛金 44,495 33,245

電子記録債権 3,699 3,977

商品及び製品 41,632 41,909

仕掛品 24,759 32,172

原材料及び貯蔵品 17,059 20,767

その他 8,280 13,124

貸倒引当金 △617 △667

流動資産合計 257,706 266,044

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 25,519 24,960

機械装置及び運搬具（純額） 9,344 9,211

土地 26,222 25,467

リース資産（純額） 1,017 990

建設仮勘定 1,610 2,370

その他（純額） 3,646 4,962

有形固定資産合計 67,361 67,961

無形固定資産 2,571 2,368

投資その他の資産

投資有価証券 8,042 7,896

繰延税金資産 8,029 7,444

その他 1,359 1,427

貸倒引当金 △350 △307

投資その他の資産合計 17,080 16,460

固定資産合計 87,013 86,790

資産合計 344,719 352,835
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 33,126 26,623

電子記録債務 5,747 5,579

短期借入金 34,803 45,665

リース債務 1,001 1,356

未払法人税等 3,523 161

製品保証引当金 3,896 4,110

排ガス規制関連損失引当金 6,397 7,143

未払金 8,181 7,787

その他 12,743 8,258

流動負債合計 109,421 106,686

固定負債

社債 50,000 50,000

長期借入金 9,585 9,602

リース債務 2,786 4,182

繰延税金負債 307 318

再評価に係る繰延税金負債 1,566 2,109

退職給付に係る負債 9,818 9,894

その他 918 981

固定負債合計 74,984 77,088

負債合計 184,406 183,774

純資産の部

株主資本

資本金 13,021 13,021

資本剰余金 16,876 16,876

利益剰余金 129,113 128,854

自己株式 △2,508 △2,508

株主資本合計 156,502 156,243

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,453 1,410

土地再評価差額金 1,813 3,096

為替換算調整勘定 △268 7,552

退職給付に係る調整累計額 △385 △304

その他の包括利益累計額合計 2,612 11,755

非支配株主持分 1,198 1,061

純資産合計 160,313 169,060

負債純資産合計 344,719 352,835
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 42,306 77,658

売上原価 32,353 59,518

売上総利益 9,953 18,139

販売費及び一般管理費 9,161 16,310

営業利益 791 1,829

営業外収益

受取利息 4 7

受取配当金 51 61

その他 96 90

営業外収益合計 153 159

営業外費用

支払利息 182 213

その他 26 121

営業外費用合計 209 334

経常利益 735 1,653

特別利益

欧州事業再生関連収益 10,760 626

固定資産売却益 2 2,477

投資有価証券売却益 89 17

特別利益合計 10,852 3,121

特別損失

関係会社清算損 1 －

固定資産除売却損 0 28

減損損失 － 779

特別損失合計 2 808

税金等調整前四半期純利益 11,586 3,965

法人税、住民税及び事業税 566 1,075

法人税等調整額 349 1,237

法人税等合計 916 2,312

四半期純利益 10,669 1,653

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

18 △231

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,651 1,884
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 10,669 1,653

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △371 △42

為替換算調整勘定 2,232 7,923

退職給付に係る調整額 14 80

その他の包括利益合計 1,875 7,961

四半期包括利益 12,544 9,614

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 12,501 9,743

非支配株主に係る四半期包括利益 43 △128
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

(米国会計基準ASU第2016-02号「リース」の適用)

当社グループの米国会計基準適用子会社は、当第１四半期連結会計期間より米国会計基準ASU第2016-02「リー

ス」を適用しております。これにより、リースの借手は、原則としてすべてのリースを連結貸借対照表に資産及

び負債として計上することといたしました。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の使用権資産が316百万円（四半期連結貸借対照表上、有形固定資

産のその他に含めて表示）、流動負債のリース債務が161百万円、固定負債のリース債務が484百万円それぞれ増

加、利益剰余金が330百万円減少しております。本基準の適用にあたっては、経過措置として認められている、本

基準の適用による累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症に係る会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症は、経済及び事業活動に広範な影響を与える事象であり、本感染が広がり始めた頃

から、収束に１年、回復に１年の、計２年間を要すると想定しておりました。

しかしながら、足許では国内・海外共にワクチン接種の広がりや経済対策等が追い風となり需要は回復基調に

あるものの、一方で本感染状況の収束は見通せず、部品調達遅滞・原材料高騰等が生産・出荷に与える影響も不

透明な状況にあります。そのような状況の中、当社グループの業績及び財務状況への影響を最小限にすべく、引

き続き対応に注力してまいります。

（連結決算日の変更に関する事項）

当社及び国内連結子会社の決算日は毎年３月31日、海外連結子会社の決算日は主に毎年12月31日となっており

ましたが、グループ内で決算期を統一することで、経営情報の適時・的確な開示による経営の透明性向上、及び

更なるグローバル化推進によるONE TADANOの実現を目指し、当社及び国内子会社の決算日を12月31日に統一し、

同時に連結決算日を３月31日から12月31日に変更しております。

この変更に伴い、当第１四半期連結累計期間については、当社及び従前の決算日が３月31日の連結子会社は

2022年４月１日から2022年６月30日までの３か月間、従前から決算日が12月31日の連結子会社は2022年１月１日

から2022年６月30日までの６か月間を連結対象期間とする変則的な決算となっております。

なお、従前から決算日が12月31日の連結子会社における2022年１月１日から2022年３月31日までの損益につい

ては、四半期連結損益計算書を通して調整する方法を採用しており、同期間の売上高は28,699百万円、営業損失

は629百万円、経常損失は709百万円、税金等調整前四半期純損失は647百万円であります。
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（セグメント情報等）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注)１

合計
調整額
（注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)３

日本 欧州 米州 計

売上高

　建設用クレーン 7,953 4,121 7,511 19,586 4,140 23,727 － 23,727

　車両搭載型クレーン 4,617 － － 4,617 251 4,868 － 4,868

　高所作業車 3,635 － － 3,635 12 3,647 － 3,647

　その他 5,286 2,899 960 9,146 915 10,062 － 10,062

　顧客との契約から生じる収益 21,492 7,021 8,472 36,986 5,320 42,306 － 42,306

　外部顧客への売上高 21,492 7,021 8,472 36,986 5,320 42,306 － 42,306

セグメント間の内部売上高
又は振替高

7,103 4,857 169 12,130 131 12,261 △12,261 －

計 28,596 11,878 8,641 49,116 5,451 54,567 △12,261 42,306

セグメント利益又は損失（△） 2,924 △2,426 214 712 195 908 △116 791

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アジア及びオセアニア等の現地

法人の事業活動を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、主なものとして、セグメント間未実現利益調整額△126百万円

が含まれております。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注)１

合計 調整額
（注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)３

日本 欧州 米州 計

売上高

　建設用クレーン 7,355 12,307 25,075 44,738 8,370 53,108 － 53,108

　車両搭載型クレーン 3,384 － － 3,384 559 3,944 － 3,944

　高所作業車 3,003 － － 3,003 140 3,143 － 3,143

　その他 5,455 6,878 3,279 15,613 1,848 17,461 － 17,461

　顧客との契約から生じる収益 19,198 19,186 28,354 66,739 10,919 77,658 － 77,658

　外部顧客への売上高 19,198 19,186 28,354 66,739 10,919 77,658 － 77,658

セグメント間の内部売上高
又は振替高

8,790 12,913 245 21,949 427 22,376 △22,376 －

計 27,988 32,099 28,600 88,688 11,346 100,035 △22,376 77,658

セグメント利益又は損失（△） 1,931 △4,529 2,211 △386 858 472 1,356 1,829

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アジア及びオセアニア等の現地

法人の事業活動を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、主なものとして、セグメント間未実現利益調整額1,262百万円

が含まれております。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　


